
兆 億 万 円 兆 億 万 円 億 万 円

△

（注）　一般会計欄上段〔　　〕書きは、実質収支額で内数。

心身障害者扶養共済事業会計

介 護 保 険 事 業 会 計

一 般 会 計

食 肉 市 場 事 業 会 計

国 民 健 康 保 険 事 業 会 計

会 計 名

母子父子寡婦福祉貸付資金会計

駐 車 場 事 業 会 計

歳 入

1   5833   1122   8820

   17   8393   3543    17   8393   3543       0

平成２８年度　 大 阪 市 決 算

歳 出
差 引 剰 余 額

1   5818   8877   4517

（ △ 差 引 歳 入 不 足 額 ）

〔4   0045   0303〕

14   2245   4303

   28   2430   5124    27   0934   9260 1   1495   5864

   7   2982   0214    1   8602   3230 5   4379   6984

      0

   3665   6798   3120    3739   7846   9050 74   1048   5930

   4   9938   3706    4   9938   3706       0

後 期 高 齢 者 医 療 事 業 会 計    299   1505   9212    286   1295   5610 13   0210   3602

公 債 費 会 計

   2419   3099   7962    2404   0651   6932 15   2448   1030

   8040   2607   6291    8040   2607   6291
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（単位：百万円、％）

【①－②】

【③－④】

(注) 譲与税・交付金のうち、交通安全対策特別交付金、航空機燃料譲与税、旧法に基づき経過措置として
譲与・交付される道路特定財源は、特定財源（その他）として区分している。

(注) 下段（　）書きは、市街地再開発事業会計及び土地先行取得事業会計の廃止に伴う影響を除いた実質
的な計数を記載している。

(注) 計数はそれぞれ四捨五入によっているので、端数において合計とは一致しないものがある。

公 債 費

行 政 施 策 経 費

投 資 的 経 費

特 別 会 計 繰 出 金 等

一 般 会 計

除 く 臨 時 財 政 対 策 債

繰 越 事 業 費 所 要 財 源 ④

実 質 収 支 ⑤

市 債 残 高

284,660 △ 6,781 △ 2.4

116,231 △ 12,341

歳 入 ①

特 定 財 源

国 庫 支 出 金

そ の 他

歳 出 ②

伸び率

750,080 827,035

市 債 35,973 33,460 2,513

△ 0.1

1,583,311 1,692,524

平 成 28 ・ 27 年 度 財 政 収 支 比 較 （ 一 般 会 計 ）

区 分 28年度決算 27年度決算 増△減

△ 614

税 等

(1,615,380) (△ 32,068)

△ 109,212 △ 6.5

△ 8,986 △ 21.5

833,231 865,489 △ 32,258 △ 3.7

(△ 2.0)

市 税 659,473 660,088

△ 9,715 △ 10.4

地 方 特 例 交 付 金 1,617 1,622 △ 5 △ 0.3

地 方 交 付 税 32,905 41,891

11,450 3.2

臨 時 財 政 対 策 債 55,459 68,397 △ 12,938

譲 与 税 ・ 交 付 金 83,776 93,491

7.5

347,642 438,559 △ 90,918 △ 20.7

355,015

1,581,889 1,691,082 △ 109,193 △ 6.5

人 件 費 185,735 192,681 △ 6,945 △ 3.6

171,320 175,419 △ 4,099 △ 2.3

扶 助 費 530,638 523,519 7,119 1.4

除 く 退 職 金

289,028 235,876 53,152 22.5

194,719 338,116 △ 143,397

103,890

277,879

△ 1.3

△ 10.6

400 401 △ 0 △ 0.0

(227,346)

△ 42.4

(△ 32,627) (△ 14.4)

△ 1.8

2,941,117 2,690,891 250,226 9.3

1,422 1,442 △ 19

2,185,525 1,968,510 217,015 11.0

4,276,841 4,456,659 △ 179,818 △ 4.0

(△ 125,535)

全 会 計

形 式 収 支 ③

1,022 1,041 △ 19

(3,066,652)

(749,891) (189) (0.0)

△ 76,955 △ 9.3

△ 18.9

(355,403) (11,063) (3.1)

(361,028) (△ 13,386) (△ 3.7)

(1,132) (1.1)

366,466

(1,613,938) (△ 32,049) (△ 2.0)

(281,851) (7,177) (2.5)

(△ 4.1)

(2,344,271) (△ 158,746) (△ 6.8)

(285,783) (△ 7,904) (△ 2.8)

(102,758)
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平成 28 年度一般会計決算のポイント 
 

歳 入 ⇒詳細はP5 参照 

・ 2 つの特別会計（市街地再開発事業会計及び土地先行取得事業会計）の廃止に伴い、 

特別会計繰入金の減などにより大幅な減となっていますが、 

会計廃止に伴う影響を除いた実質的な比較では、 

・ 市税については、法人税割の一部国税化等の税制改正などに伴う法人市民税の減などにより、 

ほぼ横ばいではあるものの、4 年ぶりの減となったことや、 

・ 地方交付税及び臨時財政対策債が減となったことなどにより、 

・ 歳入総額は、1 兆5,833 億1,100 万円となっています。 

 

歳 出 ⇒詳細はP7 参照 

・ 2 つの特別会計の廃止に伴い、特別会計繰出金の減などにより大幅な減となっていますが、 

会計廃止に伴う影響を除いた実質的な比較では、 

・ 障がい者自立支援給付費や教育・保育給付費などの扶助費は依然として増加しているものの、 

・ 市政改革を引き続き推進し、人件費の削減や施策・事業の見直し等を進めたことなどにより、 

・ 歳出総額は、1 兆5,818 億8,900 万円となっています。 

 

実質収支 ⇒詳細はP9 参照 

・ 歳入から歳出を差引きした形式収支は、14 億2,200 万円の剰余となっており、 

・ そこから翌年度に繰り越すべき財源を差引いた実質収支は、 

・ 4 億円の黒字と、引き続き黒字基調を維持しており、平成元年度以降 28 年連続の黒字となり

ました。 

 

市債残高 ⇒詳細はP9 参照 

・ 2 つの特別会計の廃止に伴い、 

一般会計における平成28 年度末市債残高は2 兆9,411 億1,700 万円と、 

前年度から増加しているものの、会計廃止に伴う影響を除いた実質的な比較では、 

この間、起債発行を極力抑制してきたことにより、3 年連続の減となりました。 

・ また、除く臨時財政対策債は2 兆1,855 億2,500 万円と、 

実質的な比較では12 年連続の減となるとともに、 

・ 全会計の市債残高でも4 兆2,768 億4,100 万円となり、 

・ 12 年連続の減となりました。 

 

※ 各資料においては、金額を百万円単位で説明しています。 

※ 各資料の計数（平成28・27 年度）はそれぞれ四捨五入によっているので、端数において合計とは 

一致しないものがあります。 

  〔参考としてP14 に用語の解説を記載しています。〕 
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平成28年度一般会計決算

人件費

185,735

(11.7)

扶助費

530,638

(33.5)

公債費

289,028

(18.3)

行政施策経費

277,879

(17.6)

投資的経費

103,890

(6.6)

特別会計

繰出金等

194,719

(12.3)

歳出決算 1,581,889百万円

歳 出

単位：百万円

(構成比％)

（性質別）

市税

659,473

(41.7)

地方交付税

32,905

(2.1)

臨時財政対策債

55,459

(3.5)その他の税等

85,394

(5.4)

国庫支出金

366,466

(23.1)

市債

35,973

(2.3)

その他の

特定財源

347,642

(21.9)

歳入決算 1,583,311百万円

歳 入

単位：百万円

(構成比％)
臨時財政対策債を除く
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(注) 【　】書きは、市街地再開発事業会計及び土地先行取得事業会計の廃止に伴う影響を除いた

実質的な計数を記載している。

○　歳　入

◇歳入総額：1兆5,833億1,100万円

〔㉗1兆6,925億2,400万円〕 （対前年度比：△6.5％ △1,092億1,200万円）

   【1兆6,153億8,000万円】 【対前年度比：△2.0％ △320億6,800万円】

□税　等

・市税（詳細はＰ11参照）

市税総額は、法人税割の一部国税化等の税制改正などに伴う法人市民税の減などにより、

前年度に比べ△0.1％減（△6億1,400万円）の6,594億7,300万円となり、

ほぼ横ばいであるものの、4年ぶりの減となっています。

・地方交付税及び臨時財政対策債

主として、基準財政収入額において、固定資産税が増となったことなどにより、

あわせて△19.9%減（△219億2,400万円）の883億6,400万円となっています。

・その他の税等

前年度における地方消費税の一時的な増収の影響による地方消費税交付金の減などにより、

前年度に比べ△10.2％減（△97億2,000万円）の853億9,400万円となっています。

平成28年度一般会計決算の概要

28年度

決算

27年度

決算

市税

659,473

市税

660,088

地方交付税・

臨時財政対策債

88,364

地方交付税・

臨時財政対策債

110,288 

その他

85,394

その他

95,113 

税等

865,489

税等

833,231

1
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□ 特定財源

・国庫支出金

年金生活者等支援臨時福祉給付金〔前年度に比べ著増（+93億3,100万円）の93億8,900万円〕

の増などにより、前年度に比べ+3.2％増（+114億5,000万円）の

3,664億6,600万円となっています。

・市債（臨時財政対策債を除く）

うめきた２期区域基盤整備〔前年度に比べ著増（+19億6,100万円）の22億800万円〕や、

校舎補修等整備事業〔前年度に比べ著増（+17億5,600万円）の26億5,100万円〕の

増などにより、前年度に比べ+7.5％増（+25億1,300万円）の

359億7,300万円となっています。

・その他の特定財源

2つの特別会計廃止に伴う特別会計繰入金〔前年度に比べ著減（△816億円）の70億2,500万円〕

の減などにより、前年度に比べ△20.7％減（△909億1,800万円）の

3,476億4,200万円となっていますが、

会計廃止に伴う影響を除いた実質的な比較では、

繰越金〔前年度に比べ著減（△56億3,800万円）の14億4,200万円〕の減などにより、

△3.7％減（△133億8,600万円）となっています。

28年度

決算

27年度

決算

国庫支出金

366,466 

国庫支出金

355,015

【355,403】

市債

35,973 

市債

33,460 

その他

347,642 

その他

438,559

【361,028】

特定財源

750,080

特定財源

827,035

【749,891】

2
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○　歳　出

◇ 歳出総額：1兆5,818億8,900万円

〔㉗1兆6,910億8,200万円〕 （対前年度比：△6.5％ △1,091億9,300万円）

   【1兆6,139億3,800万円】 【対前年度比：△2.0％ △320億4,900万円】

□義務的経費（人件費・扶助費・公債費）

・人件費

退職金の減や職員数の削減に努めたことなどにより、

前年度に比べ△3.6％減（△69億4,500万円）の1,857億3,500万円となっています。

なお、退職金を除いたベースでは、前年度に比べ△2.3％減（△40億9,900万円）の

1,713億2,000万円となり、2年連続の減となっています。

・扶助費

生活保護費〔前年度に比べ△1.3％減（△38億3,100万円）の2,869億1,300万円〕が

生活扶助の減などにより5年連続の減となったものの、

障がい者自立支援給付費〔前年度に比べ+7.2％増（+50億2,800万円）の745億7,100万円〕や

教育・保育給付費〔前年度に比べ+7.5％増（+39億7,600万円）の571億9,500万円〕の

増などにより、前年度に比べ+1.4％増（+71億1,900万円）の

5,306億3,800万円となっています。

・公債費

2つの特別会計廃止に伴い、前年度に比べ+22.5％増（+531億5,200万円）の

2,890億2,800万円となっていますが、

会計廃止に伴う影響を除いた実質的な比較では、元金償還の増などにより、

前年度に比べ+2.5％増（+71億7,700万円）となっています。

28年度

決算

27年度

決算

除く退職金

171,320 

除く退職金

175,419 

退職金

14,415 

退職金

17,262

扶助費

530,638 

扶助費

523,519 

公債費

289,028

公債費

235,876

【281,851】

義務的経費

952,075

【998,051】

義務的経費

1,005,401

人件費

192,681

人件費

185,735

3
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□行政施策経費

・2つの特別会計廃止に伴い、前年度に比べ△2.4％減（△67億8,100万円）の

   2,778億7,900万円となっていますが、

   会計廃止に伴う影響を除いた実質的な比較では、

　中小企業融資基金繰出金〔前年度に比べ△4.9％減（△41億500万円）の803億500万円〕の

　減などにより、前年度に比べ△2.8％減（△79億400万円）となっています。

□投資的経費

・2つの特別会計廃止に伴い、前年度に比べ△10.6％減（△123億4,100万円）の

   1,038億9,000万円となっていますが、

   会計廃止に伴う影響を除いた実質的な比較では、 屋内運動場等の天井等落下防止対策

  〔前年度に比べ著減（△41億5,400万円）の4,000万円〕の減などがあるものの、

　うめきた２期区域基盤整備〔前年度に比べ著増（+45億8,300万円）の52億600万円〕の

　増などにより、前年度に比べ+1.1％増（+11億3,200万円）となっています。

□特別会計繰出金等

・2つの特別会計廃止に伴い、前年度に比べ著減（△1,433億9,700万円）の

   1,947億1,900万円となっていますが、

   会計廃止に伴う影響を除いた実質的な比較では、

不動産運用基金への繰出（△199億9,000万円）の減などにより、

　前年度に比べ△14.4％減（△326億2,700万円）となっています。

28年度

決算

27年度

決算

277,879 

284,660

【285,783】

28年度

決算

27年度

決算

103,890 

116,231

【102,758】

28年度

決算

27年度

決算

194,719 

338,116

【227,346】

4
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○　実質収支

◇歳入額－歳出額－翌年度へ繰越すべき財源＝4億円

〔㉗4億100万円〕 （対前年度比：△0百万円）

・引き続き黒字基調を維持することができ、平成元年度以降28年連続の黒字となっています。

○　市債残高

◇一般会計市債残高：2兆9,411億1,700万円

〔㉗2兆6,908億9,100万円〕 （対前年度比：2,502億2,600万円）

　 　 【3兆666億5,200万円】 【対前年度比：△1,255億3,500万円】

・一般会計における市債残高は、2つの特別会計廃止に伴い、

　前年度に比べ+9.3％増（+2,502億2,600万円）の2兆9,411億1,700万円となっていますが、

   会計廃止に伴う影響を除いた実質的な比較では、

　この間、起債発行を極力抑制してきたことにより、前年度に比べ△1,255億3,500万円の

　減となっており、3年連続の減となりました。

・また、臨時財政対策債を除いた市債残高についても、

　前年度に比べ+11.0％増（+2,170億1,500万円）の2兆1,855億2,500万円となっていますが、

　会計廃止に伴う影響を除いた実質的な比較では、

　前年度に比べ△1,587億4,600万円の減となっており、12年連続して減少しています。

　（ピーク：平成16年度　2兆7,286億3,900万円）

【参考】・市民一人当たりの市債残高【実質比較】　　㉘108万8千円　㉗113万9千円

①歳入額 ②歳出額
③形式収支

(①-②)
④翌年度へ

繰越すべき財源
⑤実質収支

(③-④)

27年度 1,692,524 1,691,082 1,442 1,041 401

28年度 1,583,311 1,581,889 1,422 1,022 400

前年度比較 △ 109,212 △ 109,193 △ 19 △ 19 △ 0

(単位：百万円)

2,278,549 2,203,135 2,134,663
1,968,510

【2,344,271】
2,185,525

551,406 628,110 676,822
722,381

722,381
755,592

2,829,955 2,831,245 2,811,485
2,690,891

【3,066,652】
2,941,117

0

500,000

1,000,000

1,500,000

2,000,000

2,500,000

3,000,000

3,500,000

24年度 25年度 26年度 27年度 27年度

【実質比較】

28年度

除く臨時財政対策債 臨時財政対策債 市債残高

（単位：百万円）
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◇全会計市債残高：4兆2,768億4,100万円

〔㉗4兆4,566億5,900万円〕 （対前年度比：△1,798億1,800万円）

・全会計の市債残高についても、12年連続して減少しています。

　（ピーク：平成16年度　5兆5,196億100万円）

2,085,377 1,994,545 1,857,117 1,765,768
【1,390,007】 1,335,724

2,829,955 2,831,245
2,811,485

2,690,891
【3,066,652】

2,941,117

4,915,332 4,825,790
4,668,602

4,456,659 4,456,659
4,276,841

0

1,000,000

2,000,000

3,000,000

4,000,000

5,000,000

24年度 25年度 26年度 27年度 27年度

【実質比較】

28年度

特別会計 一般会計 市債残高

（単位：百万円）
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（単位：百万円・％）

28 決 算 27 決 算 差引増△減 伸び率

659,473 660,088 △ 614 △ 0.1
268,822 274,082 △ 5,260 △ 1.9

個 人 市 民 税 146,467 142,223 4,245 3.0
法 人 市 民 税 122,355 131,859 △ 9,505 △ 7.2

275,709 271,533 4,176 1.5
土 地 104,613 104,113 500 0.5
家 屋 134,600 131,473 3,127 2.4
償 却 資 産 35,788 35,205 583 1.7
交 付 金 708 742 △ 34 △ 4.5

55,978 55,103 875 1.6
土 地 26,363 26,228 136 0.5
家 屋 29,615 28,876 739 2.6

1,646 1,320 326 24.7
30,055 31,225 △ 1,170 △ 3.7
27,264 26,825 439 1.6

◆ 28年度決算は、ほぼ横ばいではあるものの、4年ぶりの減

＜主な税目の増△減＞

○ 個人市民税

○ 法人市民税

○ 固定資産税

家屋の新増築による増などにより、＋1.5％と4年連続の増

＜収納率＞

（参考）市税収入の推移

固 定 資 産 税

軽 自 動 車 税

都 市 計 画 税

市 た ば こ 税

事 業 所 税

区 分

市 民 税

市 税 総 計

税制改正（法人税割の一部国税化等）による減などにより、△7.2%と2年連続の減

納税義務者数の増などにより、＋3.0%と5年連続の増

4,296
3,242 3,302 3,363 3,225 3,267 3,266 3,317

1,643

1,544 1,034 1,081 1,252 1,350 1,319 1,224

1,294

1,400
1,389 1,306 1,354 1,383 1,422 1,465

543

522
511 510 588 593 594 590

7,776
6,708

6,236 6,260 6,419 6,593 6,601 6,595

0

2,000

4,000

6,000

8,000

8年度 20年度 21年度 22年度 25年度 26年度 27年度 28年度

(億円)

収入のピーク

その他の税

個人市民税

法人市民税

固定資産税

都市計画税

28決算 27決算
収納率 97.9% 97.6%

うち現年課税分 99.4% 99.3%

△1,182億円の減

【参考】平成28年度 市税決算の状況
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（参　　考）

（単位：百万円、％）

金 額 構 成 比
左のうち
除く臨時財政対策債

元 1,389,484 1,386,683 2,801 1,323 724,201 52.1 832,885 － 2,379,829

2 1,457,506 1,455,051 2,455 1,281 736,281 50.5 819,343 － 2,444,451

3 1,531,152 1,528,288 2,864 1,609 767,474 50.1 819,185 － 2,507,057

4 1,639,088 1,636,047 3,041 930 759,701 46.3 873,390 － 2,739,207

〔1,616,442〕 〔1,615,178〕

1,735,058 1,733,794

【3,066,652 】 【2,344,271 】

2,690,891 1,968,510

※歳入・歳出のうち、24年度の上段〔　　〕書きは財政調整基金への移替額（118,616百万円）を除いた実質的な決算額である。

※27年度の【　】書きについては、市街地再開発事業会計及び土地先行取得事業会計の廃止（27年度末）に伴い、実質的な比較を

　 行うため、計数整理した数値を記載している。

4,456,659

2,278,549 4,915,332

4,825,790

4,668,602

2,831,245 2,203,135

2,811,485 2,134,663

27 1,692,524 1,691,082 1,442 401 660,088 39.0

2,829,955

636,066

年 度
歳 入 額

A

市 税歳 出 額
B

形 式 収 支
過 △ 不 足 額

A-B

実 質 収 支
過 △ 不 足 額

1,601,729 2,743 366

37.6 4,999,25323 1,692,888 1,691,678 1,210 453

22 1,679,014 1,677,671 1,343 626,018 2,428,786

678,485

670,787

623,613

408 37.3

449

40.7

5,062,436

42.4

5,134,391

2,545,816

2,507,545

2,575,762

20 1,581,453 1,579,336 2,117

一 般 会 計 収 支 状 況 の 推 移

5,212,169

5,425,31718 1,604,472

37.0

21 1,698,247 1,696,449 1,798

25417 1,698,636 1,697,039

19 1,596,439

1,808,463 2,601 246

1,869,980

192

686,5228,709 376

1,883,998 4,299

1,915,096 4,277 362

665,501

1,845,330 8,411 790

738,656

712,955

38.7

41.5

8,979 725

1,860,147 14,068 522

41.8

5

6 1,808,691

1,860,952 13,368 917

1,757,954

1,874,320

1,900,037

1,750,941

9

10

11

12

14

7

8

1,874,215

1,919,373

1,878,689

1,811,064

13 1,888,297

7,013

1,853,741

770

1,795,847 12,844 430

1,891,058

15 1,757,022 1,754,417 2,605

310

16 1,748,534 1,746,685 1,849 229

3,148,949

918,871

1,062,147

1,288,414

1,499,222 3,805,307

35.4

39.4

37.1

36.5

5,180,44435.2

35.1

34.9

1,939,688

1,713,113

2,140,991

2,311,987 4,980,654

5,502,250

5,347,628

5,476,189

2,916,399

5,519,601

3,489,204

4,513,296

4,758,849

4,104,080

1,592,626 3,813 434 42.5 5,305,796

1,597

727,123

704,115

735,307

777,637

775,187

41.4

38.9

635,039

613,049

618,500

628,573

652,624

1,711,583 1,686,495 25,088 24,223

2,805,221

2,813,522

2,827,796

389 36.7

－

－

－

－

－

－

－

－

2,469,619

2,612,584

2,664,740

2,728,639

2,721,746

2,613,901

2,361,050

一般会計
市債残高

全会計
市債残高

24 1,264 411 627,006 36.1

2,817,036

2,808,742

641,870 37.5

38.6659,2564347,080

25

26 1,709,192 1,702,112

2,485,285

2,664,982

2,778,276

2,886,261

2,912,372

2,831,784

28 1,583,311 1,581,889 1,422 400 659,473 41.7 2,941,117 2,185,525 4,276,841
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28年度決算

歳 入 引上げ分に係る地方消費税交付金 207億円  

歳 出 社会保障施策に要する経費（所要一般財源） 2,606億円  

（参考）消費税率引上げ分に係る地方消費税交付金の使途について

消費税率（国・地方分）が平成26年4月より5％→8％に引き上げられましたが、引上げ分に係る地方消

費税収（市町村は地方消費税交付金）は、「社会保障4経費」（制度として確立された年金、医療及び介

護の社会保障給付並びに少子化に対処するための施策に要する経費）やその他の社会保障施策（社

会福祉、社会保険及び保健衛生に関する施策）に充てることと、地方税法に明記されました。

大阪市では、平成28年度決算における引上げ分に係る地方消費税交付金は207億円であり、その全

額を社会保障施策に要する経費に充当しました。

【社会保障施策に要する経費の内訳】 （単位：百万円）

国 支 出 金 府 支 出 金 市 債 そ の 他

生活保護扶助事業 291,608 216,010 3,612 71,986

児童福祉事業 116,391 50,412 17,885 7 7,856 40,231

老人福祉事業 17,836 234 2,879 2,470 2,560 9,693

障害者福祉事業 99,152 44,923 20,374 223 33,632

母子福祉事業 17,597 5,358 1,065 58 11,116

介護保険事業 33,326 444 222 32,660

国民健康保険事業 39,423 3,550 13,323 22,550

後期高齢者医療事業 33,321 5,049 1,525 26,747

予防接種事業 5,985 79 5,906

児童保健事業 3,330 345 3 1 2,981

保健医療事業 2,225 623 123 42 1,437

健康増進事業 1,524 35 22 1,467

感染症予防事業 546 388 2 3 153

662,264 322,322 61,004 2,477 15,902 260,559

※経費は事務費及び人件費を除く

保
健
衛
生

合 計

事 業 名 経 費

財 源 内 訳

特 定 財 源
一 般 財 源

社
会
福
祉

社
会
保
険
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【参  考】 

 

○ 一般会計とは 

市税を主な収入源として、行政運営の基本的な経費や事務事業を網羅して経理する会計です。 

例えば、高齢者や障がい者などの福祉施策、市営住宅などの住宅施策、小学校・中学校などの教

育施策などが一般会計で計上されます。 

大阪市では、このほかに８の政令等特別会計、３つの準公営企業会計及び４つの公営企業会計が

あります。 

 

○ 税等とは 

使途が特定されておらず、地方自治体の裁量によって使用できる財源であり、市税、地方消費税

交付金、地方交付税、臨時財政対策債などが含まれます。 

 

・地方交付税 

すべての地方公共団体が一定の行政サービスを提供できるよう所得税等の国税の一定割合等

により財源を保障するお金で、地方の固有財源です。 

・臨時財政対策債 

地方交付税で保障されるべきお金が足りない場合に、市が代わりに足りない分の借入れを行

うお金のことです。 

なお、借り入れたお金は後年度の地方交付税額の算定に反映されることになっています。 

  

○ 財政調整基金とは 

不況による大幅な税収の落ち込みにより財源が不足する場合や、災害の発生による予期しない経

費の支出などに備えて積み立てるもので、自治体の「貯金」のようなものです。 

 

○ 実質収支とは 

当該年度に属する収入と支出との実質的な差額を見るもので、形式収支（＝当年度の歳入決算額

－当年度の歳出決算額）から翌年度に繰り越す事業の財源を控除した額のことです。 

 

○ 普通会計との違い 

９月に公表した普通会計決算見込は、総務省が全国の地方公共団体相互間で比較できるよう設定

している会計区分であり、大阪市の場合、普通会計（公営事業会計を除くすべての会計）には一般

会計のほかに特別会計の一部を含んでおり、また、統計処理上の取り扱いも一部異なるため、一般

会計決算とは違った数値となっています。 

 

・大阪市における普通会計 

         

一般会計 ＋  母子父子寡婦福祉貸付資金会計  － 会計相互間の重複 

        心身障害者扶養共済事業会計 

         

  

・統計処理上の違い（市債残高） 

     一般会計 ⇒ 満期時に一括して償還額全額を起債残高より減少 

     普通会計 ⇒ 公債償還基金への毎年度積立額を起債残高より減少 
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